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石綿漏遮疾同色に係る労災認定等事業場に叶Fる退職労働者等＼の周知依頼等について

標記については平成28年2月 12目付け労災発0212第1号「労災補償業務の運営に

当たって留意すへき事項について」の記の第3の3により、指示されているところであ

るが、今後は、下関のとおりとするので、裕実に実施されたい．

l 周知依頼等の対象事業場

雪骨
髄u

。調査察の回答がない事業場 (I;(下 I未回答事業場Jという。）

②回答があった事j非輔のうち、調査票の問1 G周知~取組め有無）について「2

いいえ』と回答した事業場（以下 f未実施事業場」という。）

2 側査票等の情報提供

毎年3月の第3迦闘を回途に未回答事業場名及び回答があった開査票を情報提供
するので、上記1白1).<gこ該当する事業場を対象として、問決日依頼等をすること。
なお上記の情報録供以降に本省に対して回答があった事動易の調査票については

隠持、情報提供するので了知されたい。

3 周知依頼等の方法

( 1）未回答事業場

ア未回答事業場については労働局において、返信用封筒を同封の上貯臨1の

依願文等をi釘寸することにより鯛査票の提出依願を行うこと．返送された調査哀
を確認した結果、来ざ実施事業掛こ該当する場合には、引き続き下記（2）により

対応するこL
なお、 B紙1をi釘寸した日から2週明が経過しているにもかかわらず、震査票
が返送されなし骨合には、架電こより督促するとととし、それでもなお返送され

ない場合には、そ¢理由を聴取し、別冊2の『提出依頼後¢事業場からの提出状

況」棚こ理由を記惜した上で、対応を終了して差し支えないこι
イ 提出依頼を行った経過等については、足紙2に記載するとと。



(2）宋実施事業場

ア未実施事業場については調査票¢問sI取組ができなし哩闘）を確認の上、
架勉により周知依額を行うこと。

架電の結果、取組を行わない旨¢回答があった場合には、その理由を聴取し，，隅

3の「周知依煩を実強しなかった場合の理由j欄に記敵した上て対認を終了して差

し支えないこ＞.

イ 周知依頼を行った経過等については、思味時3に記峨することa

3 周知依額等の実絡淑聞及び実施状況の報告

実施期間については、毎年9月末日までとし岡田時店の実縮状況について、男惜
2 3＆び局に返送された調査察の写しを毎年10月の第2金咽日までに補償課業務係

あてに郵送すること．


